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は じ め に

本報告書は、日本家庭科教育学会「課題研究」の研究グループが、2012年 4月 ～2014年 3月 の

2年間にわたり研究を進めてきた成果をまとめたものである。

日本家庭科教育学会 「課題研究」は、2007～2008年度の学会活動方針の柱の 1つである「研究

活動の推進」の一環として設定された。学会活動の主要な課題は、研究の充実・発展にある。こ

れまでの学会活動の歴史においても、その時代の解決すべきさまざまな課題の研究に取り組み、

家庭科教育を発展させてきた。「課題研究」には、家庭科教育に関する諸課題の中から、研究テー

マを大所高所から取り上げ、学会共通の問題意識のもとに、共同で研究していくことが期待され

ている。第 1期の課題研究は、2008年 11月 ～2010年 12月 に 3テーマ、7研究グループで行われ、

報告書にまとめられた (学会 HP掲載 )。

第 2期 となる本課題研究は、家庭科教育を取り巻く今日的課題の解決を推進することをめざし、

会員の意見を汲み上げながら研究テーマや研究メンバーを決めた。テーマ募集には 5件の応募が

あり、共通項をまとめ 2テーマ、2研究グループで行うことにし、以下のように進めてきた。

2011年 H月  学会として取り組むべき研究テーマを学会員より募集
2011年 12月  5件の応募テーマをふまえて、2つの研究テーマを設定

2012年 2月  2つの研究テーマと趣旨を会員に提示し、研究メンバーを募集

2012年 4月  2つの研究グループ (WG)をつくり、研究を開始
2012年 5月 WGは研究計画書を理事会へ提出
2013年 5月 WGは 1年 目研究報告書を理事会へ提出

2013年 6月  第 56回大会の≪課題研究中間報告会≫で報告
2014年 3月  研究活動の終了
2014年 5月 報告書の提出
2014年 6月  第 57回大会でポスター発表

最終的な研究テーマと研究メンバーは以下のとおりである。両グループとも短期間にもか
かわ

らず精力的に研究に取り組まれた。

テーマ 1 自立する力を育てる家庭科授業用プログラムの開発
石山ゐづ美 (代表)・ 長山知由理 (副代表)・ 三沢徳枝 (会計)・ 松田典子

(授業協力者 :石丸純枝、調査協力者 :望月仁美)

テーマ 2 ESDと しての家庭科教育の可能性と役割

妹尾理子 (代表)・ 西原直枝 (副代表)・ 佐藤裕紀子 (会計)・ 井元りえ・大矢英世
・加賀恵子・

佐藤典子・志村結美・檜府暢子・新賞五穂

研究結果の概要は次ページ以降にまとめているが、詳細は今後論文や書籍等で公表され
るだろ

う。研究成果が家庭科教育の発展やアピールに活かされることや、今後
の研究に引き継がれるこ

とを期待したい。

日本家庭科教育学会



ワーキングNo.1 テーマ 自立する力を育てる家庭科授業用プログラムの開発
I.研究メンバー  (代表◎・副代表〇・会計※)
研究会メンバー :◎石山ゐづ美 (帝京学園短期大学)・ ○長山知由理 (江東区立南砂中学校)。

※三沢徳枝 (大阪府立大学 (院生))・ 松田典子 (文教大学)

授業協力者 :石丸純枝 (南アルプス市立櫛形中学校)

調査協力者 :望月仁美 (南アルプス市立白根御勅使中学校)

Ⅱ.研究目的や活動内容等
1.研究目的

本研究の目的は、子どもが自立への力を獲得す′

を開発することである。子どもは保護されながら

されるべき存在であると捉えられる。「自立」は4

続けてきたにも関わらず、現在の若年層に関する:

培っているとは考え難い状況であることを示唆し

究グループは、自立する力を獲得することを「子と

家庭科教育を通して自立する力を育てるプログラ

本研究では家庭科教育において従来から認識さ

が深められていない「精神的自立」を主要なテー

来事を経験しても個人を精神的健康へと導く心理

を目標とした授業プログラムを開発し、授業実践

科教育に応用しながら具体的な授業用プログラム

えられる。さらに作成したプログラムが複数校で

善され、家庭科教育において広く活用されることを最終的な目標としたい。

2.研究方法

(1)調査用質問紙の開発

家族とよく対話をする生徒は 、家族内での自己有用感が高く、さらに
レジリエンスも高いと仮

説を立て、検証のための質問紙を開発した。質問紙は、①キヤリア意識の発達と家族と
のコミュ ニ

ケーション内容との関連に関する項目(新見・前田 2008)、 ②自己有用感尺度(石本 2010)か ら家族

有用感項目、③中学生用に開発されたレジリエンス尺度(石毛・無藤 2006)で構成した。

調査実施に先立って中学生を対象とするプリテス トを実施し、妥当性の検証を行
つた。

(2)授業用プログラムの開発

プログラムは中学校学習指導要領の内容 A「家族・家庭と子どもの 成長」(3)工
「家族又は幼

児の生活についての課題と実践」の一部と設定した。現在多くの中学校で実施され
ている職場体験

の機会を活用し、原則として職場体験の前に 2時間、後に 1時間、計 3時間の家庭科授業として

開発した。レジリエンスの向上を上位目標とし、中位目標を①家族と
の対話を増やすこと、②困難

L会形成に参画する意欲を持つこと、と設定した。

)スでのグループ学習、③職場での体験学習、の学

中学校に依頼し、実践校 A(206人)と 対照校 B(79
~る
中学 2年生を授業実践の対象とした。実践校 A

こ。対照校Bには事前事後調査のみを依頼した。



(4)質問紙および授業用プログラム効果の検証

実践校 Aと 対照校 Bで実施した前後調査の回答を分析し、仮説の検証および授業用プログラム

効果の検証を行つた。解析内容として、家族との対話・家族内自己有用感・レジリエンスの分析、

学校別前後別比較、男女別比較等を行った。解析方法には t検定、χ二乗検定、分散分析、重回帰

分析を用い、解析ソフトにはSPSS Statistics ver22.0を用いた。

Ⅲ.研究成果
1.家族との対話・家族内自己有用感・ レジリエンスの仮説について

質問紙調査を実施し、分散分析を行つた結果、 家族との対話や家族内有用感が高い生徒はレジ

リエンス因子「意欲的活動性」「内面共有性」ともに高いことが示された。また重回帰分析の結果、

家族コミュニケーションはレジリエンスに影響することが明らかになった。

2.開発した授業用プログラムの概要

(1)題材名 「職場体験を通して、家族と地域の仕事を知り、地域社会への参画について考えよう」

(2)題材の目標

・家族の仕事に関心を持ち、家族の仕事によつて生活が支えられていることがわかる。

・家族に支えられているだけでなく、自分自身が家族を支える存在になっていることに気付く。

・地域の人の仕事に関心を持ち、家族や地域の人はお互いにコミュニケーションを取りながら、支

え合って働いていることに気付く。

・家族や地域の人がこれまでどのように失敗や困難を乗り越えて働いてきたかがわかり、そ
の方法

をより多く身に付ける。

・主体的に将来の仕事や生き方を考え、今の自分にできることとともに将来の自分にできる
ことを

考えて、家庭を含む地域社会に参画しようとする意欲を持つ。

(3)主な学習活動

・家族へのインタビュー (開発したワークシー トを用い、各家庭で行うイ
ンタビュー活動とする)

・職場体験のルール作り (訪問時のルールを体験班ごとに話し合うグループ活動とする)

・職場体験 (グループで決めたルールを守り、働く人や働くことについて学ぶ体験活動とする)

・職場体験の振り返り (付箋を用い、各自の体験から共通の課題を見いだすグ
ループ活動とする)

・家族へのカー ド作成 (イ ンタビューに協力した家族に感謝の気持ちを表現する活動
とする)

(4)時間設定

・家庭科授業として 3時間計画 (職場体験事前 2時間十職場体験事後 1時間)

・学校の事情により2時間の場合も想定 (職場体験事前 1時間+職場体験事後 1時間)

(5)作成した教材等

・家庭科学習指導案 (評価規準・指導計画を含む)

・ワークシー ト① 家族へのインタビュー

|:;Iチじ三:3 置躾練験3色Ittfllこ [人
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3.授業用プログラムの検証

(1)家族との対話の変化について

・事前事後調査とも、家族の中では母親とよく対話し、次に兄弟姉妹とよく対話
していた。

・実践校 Aでは事後に父親との対話が増加していたが、対照校 Bでは変化がみられなかつた。

・事後調査において実践校 Aで学校に関する会話、中でも授業や成績のことが有意に多かった。

(2)家族内自己有用感の変化について



自己有用感尺度のうち、実践校 Aにおいて女性は「私がいないと家族がさびしがる」、男性は
「自分が必要とされていると感じる」力`職場体験後に大きく増加した。

(3)レジリエンススコアの変化について

・事前調査におけるレジリエンス尺度総スコアの平均値は、2校間に有意差がみられなかつた。

・実践校 Aでは事後において、女性は「自分の考えを人に聞いてもらいたいと思う」、男性は「つ

らい時や悩んでいる時は自分の気持ちを人に話したいと思う」が大きく増加した。

・レジリエンス尺度の項目別比較では「困つたことが起きるとその原因を考える」「困つた時は自

分ができることをまずやる」 「迷っている時は人の意見を聞きたいと思う」 など8項 目が事後に

おいて対照校 Bと 比較して実践校 Aで有意にスコアが高かった。

・事後調査における総スコアの平均値は、実践校 A:60。 1(範囲:0・95,SD:9.5)、 対照校 B:56.7(範

囲:0‐95,SD:10。 9)、 t検定の結果 p<0.05で有意差がみられた。

4.考察

授業前後に実施した質問紙調査を解析した結果、職場体験のみを実施した対照校 Bと 比較して

家庭科授業用プログラムを導入した実践校 Aの生徒のレジリエンス尺度総スコア平均値が有意に

高く変化しており、授業実践の効果が明らかになったと言える。

家族の対話を増やし、家族内での自己有用感が高まるように学校から家庭に働きかけていくこと

が、生徒のレジリエンスを育むきつかけ作りになることが推察される。

5.今後の課題

本プログラムを取り入れた授業実践は 1校のみの結果であり、今後複数校での実践を経て評価と

改善がされていくことを期待する。家庭科の授業時間数が少ない現状の中、本プ
ログラムの導入に

は困難が予想されるが、特別活動を活用した
「精神的自立」を育む家庭科授業用プログラムとして

広く実践されることを希望する。

6.引用文献

(1)新見直子,前田健一。(2008)。 中学生のキャリア意識と家族・友人に対するコミュニケーシヨ

ン内容の関連.広島大学心理学研究,8,67‐ 75。

(2)石本雄真。(2010)。 青年期の居場所感が,い理的適応、学校適応に与える影響。発達心理学研究 ,

21(3), 278‐ 286。

(3)石毛みどり,無藤隆。(2006)。 中学生のレジリエンスとパーソナリティとの関連。
パーソナリ

ティ研究,14(3),266‐ 280。



ワーキングNo.2 テーマ ESDと しての家庭科教育の可能性と役割

I.研究メンバー  (代表◎・副代表00会計※)
研究会メンバー :◎ 妹尾理子 (香川大学)・ ○ 西原直枝 (聖心女子大学)・ ※ 佐藤裕紀子 (茨城大

学)・ 井元りえ (女子栄養大学)・ 大矢英世 (日 本女子大学 (院生))・ 加賀恵子 (浜

松市立天竜中学校)・ 佐藤典子 (郡山女子大学)・ 志村結美 (山梨大学)0檜府暢

子 (東京大学教育学部附属中等教育学校)・ 新賞五穂 (京都服飾文化研究財団)

Ⅱ.研究目的や活動内容等
ESD(Education for Sustainable Development)は、現代の重要な教育課題のひとつであるが、

家庭科において実際にどれくらいの教員が ESDを意識しているのか、どのような授業を行っている

のか、十分な調査はなく実践も広がっているとはいえない。そこで本研究では、先行研究を基に

ESDの構成概念や定義を整理したうえで、家庭科におけるESDについて、教科書分析及び教員に

対する質問紙調査により明らかにする。さらに、ESDの授業をつくり実践する際に役立つ評価シ

ー トの作成を行う。主な研究活動内容は以下の 4項 目である。

1.先行研究の分析・考察による、ESDの構成概念や定義の整理

2.小・中・高の家庭科教科書におけるESDのキーワー ドの抽出と整理

3。 全国の中学校、高等学校の家庭科教員を対象とした ESDに関する質問紙調査の実施と分析

4.家庭科におけるESD実践の指針となる「家庭科授業 ESDシー ト」の作成と有効性の検討

Ⅲ.研究成果
1.ESDに関する先行研究調査

本研究では、まず、先行研究を分析・考察することにより、概念や定義の整理を行つた。国内に

ついては、国立教育政策研究所、ユネスコスクール、持続可能な開発のための教育 10年推進会議

(以下 ESレ」とする)な ど、また、海外については、国際自然保護連合、英国の資源レビューツー

ル、OECDの キー・コンピテンシーなどを検討したところ、ESDの取り組みを展開するための枠組み

として、「構成概念」、「育成したい能力・態度」、
「学びの方法」の主に 3つの観点が必要とされて

いることが明らかとなつた。

まず、構成概念については、国立教育政策研究所の構成概念に基づいて、それ以前の英国教育技

能省、関係省庁連絡会議、および ESD―」について、同様あるいは類似した項目を並
べ、比較した (表

1)。 「多様性」「相互」「公平」「公正」「責任」などのキーワー ドが共通点として明らかにな
つた。

表 1 ESD構成概念の比較
学校における持続可能な発

展のための教育(ESD)に関

する研究

(国立教育政策研究所,2012)

ESD資源レビューツール
(英国教育技能省,2005)

わが国における「持続可能な 開発

のための教育の 10年」実施計画

(関係省庁連絡会議,2006)

持続可能な開発のための教育 10年

推進会議 ESD―」 (ESD― J,2006)

人を取り巻く

環境に関す

る概念

多様性 多様性 生物多様性 文化的な多様性の尊重

相互性 相互依存
世界の社会・経済は、生産・消費等

を通じて相互の結びついている 人は自然の一部、自然環境との共生

有限性 環境収容能力
環境の保全と回復、天然資源の保

全

人の意思・

行動に関す

る概念

公平性 生活の質、平等、公正

世代間の公平、地域間の公平、男

女間の平等、社会的寛容、公正で

平和な社会

人間の尊厳はかけがえがない、社会

的・経済的に公平な社会

責任性

市民性と積極的関与、行動に

おける不確実性と予防措置、

将来世代のニーズと権利

人格の発達や、自律心、判断力、

責任感などの人間性を育む
将来世代への責任

連携性 個人と共同による問題解決
「関わり」、「つながり」を尊重できる

個人を育む

多様な人たちでビジョンを描き、構造

的に社会を変える行動が必要

2つ 目の「育成したい能力・
「コミュニケーシヨン能力」

諸団体を比較したところ、「批半J的に考える力」

また、「多面的、総合的に考えるた」ど可哩童と
態度」については、

は共通 していた。



協力する態度」も重視されていた。

3つ 日の「学びの方法」については、ESD―Jが挙げている「参加体験型の手法」、「多様な立場・

世代の人々との学び」、「人や地域の可能性の最大限の活用」、「互いの学び合い」を、国立教育政策

研究所はまとめて 「人のつながり」と表現していることがわかつた。また、「現実的課題」、「継続

的」、「実践的」、「主体性」というキーワー ドが共通点として明らかになった。

2.家庭科における ESDの学習内容
(1)分析目的と方法

家庭科において ESDの学習内容がどの程度含まれているかを明らかにするために、国立教育政策

研究所 (2012)が 挙げる ESDの構成概念例 (多様性、相互性、有限性、公平性、連携性、責任性の

6項目)に関連する学習項目やキーワー ドを、家庭科の教科書 (小・中・高)の文章から抽出し、

整理した。なお、高等学校については、家庭基礎および家庭総合について検討を行つた。

縦軸に ESDの構成概念 6項目、横軸に学習指導要領の学習内容を配置したマ トリックスを作成

し、それぞれに該当する学習項目やキーワー ドを教科書から抽出し、入力した。

(2)結果・考察

家庭科の教科書記述から、構成概念に関する学習項目やキーワー ドが数多く抽出され、家庭科に

は、ESDに関する学習内容が多く含まれていることが明らかとなつた。

学習項目やキーワー ドの例としては、「多様性」の項目には、世界の住まい、民族衣装、日本各

地の郷土料理、「本目互性」には、経済活動のグローバル化、ライフスタイルと環境、
「有限性」には、

省エネ、3R、 環境共生住宅、フー ドマイレージ、
「公平性」には、フェア トレー ド、男女共同参画、

子どもの権利、「連携性」には、自助・共助・公助、防災、地域コミュニテイなどが挙げられた。

「責任性」には、循環型社会、グリーンコンシューマー、ノーマライゼーシヨンなどが挙げられ、

持続可能な社会を作るために、一人ひとりの生活者のライフスタイルの変革が重要であることを示

している。家庭科では、ESDの構成概念について具体的に実生活と結びつけて取りあげていること

が確認された。

3.家庭科教員の ESDに関する意識と授業実践調査

(1)分析目的と方法

家庭科教員の ESDに対する関心・理解と家庭科の授業実践について明らかにすることを目的とし

て、2012年 8月 に実施した予備調査の結果を踏まえ、全国の高等学校の家庭科教員および中学校

の技術・家庭科教員に対し、アンケー ト調査を実施した。調査実施時期は 2013年 9月 ～12月 、2,604

部 (高等学校 715、 中学校 1,889)に配布し419部 (高等学校 211部、中学校 208部)を回収した

(有効回収率 16.1%)。 本報告では、その基礎的な集計結果のみを報告する。

(2)結果・考察

①ESDに対する関心・理解

ESDについて知つているかとの質問に対し、「よく知つている」と答えた教員は 6.0%、
「聞いたこ

とがある」を合わせても教員の認知度は 4割弱にとどまった。日本ユネスコ国内委員会が示す ESD

の概念図 (ESDの基本的な考え方)についても「初めて見た」と答えた教員が 72.8%を占めた。ESD

に対して関心があるかとの質問に対しては、「大いに関心がある」
「やや関心がある」と答えた教員

は 74。 4%を 占め、ESDに対する認知度が低い一方、関心の程度は高いことが明らかとなつた。

②ESDの取り組みに対する家庭科教員の関わり

勤務校におけるESDの取り組みでは、「勤務校が ESDに取り組んでいる」と答えた教員は
11。 7%、

勤務校の取り組みに「中心的なメンバーとして関わっている」
「補佐的なメンバーとして関わつて

いる」と答えた教員は 10。 9%であつた。



③家庭科の授業づくりとESD

研究成果 「1」 で確認された ESDの展開に必要とされる 3つの枠組 「構成概念」、「育成したい能

力 0態度」、「学びの方法」のそれぞれについて、家庭科の授業づくりでどの程度重視しているかを

質問した。その結果、いずれについても重視している (「 とても重視している」と「重視している」)

と答えた教員の割合が過半数を占めた。

図 1に示した 6つの「構成概念」のうち、「本目互性」と「責任性」は「とても重視している」と

答えた教員の割合が高かつた (36.3%、 35。 8%)。 図 2に示した「育成したい能力 0態度」について

は、「とても重視している」と答えた教員の割合が高かった項目は、「他者と協力する態度」(39。 9%)、

「コミュニケーションを行 う力」(38.2%)、 「進んで参加する態度」(33.7%)、 「つながりを尊重する

態度」 (33.7%)が上位を占めた。「進んで参加する態度」を除けば、これらは他者との関係性に関

わる項目であり、個人としての思考力や判断力に関わる項目を「とても重視している」割合は相対

的に低い傾向がみられた。「学びの方法」については「現実的課題に実践的に取り組む」 (83.2%)、

「主体性の尊重」 (81.2%)、 「参加型の手法」 (80。 9%)の順に重視している教員の割合が高く、最も

低い項目は「人や地域の可能性を活かす」 (59。 8%)であつた。
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図l ESD構成概念に関する認識(n419  図2 ESDで育九 たい能力・態度に関する認識 (n■19

④家庭科におけるESDの授業実践

ESDを意識した授業実践をしているかとの質問に対しては、実践したことがある (「現在実践し

ている」「過去に実践していた」)と答えた教員は 26.0%に とどまつた。また、今後、授業に取り入

れる予定があるかとの質問に「取り入れる予定はない」と答えた教員も48.2%にのぼつた。①の調

査結果で示された ESDに対する関心の高さに比して、実際の授業実践
への意欲については消極的で

あることが示唆された。

研究成果「2」 で抽出された ESDに関連する学習内容について、実際の授業に取り入れているかど

うかを質問した結果、ほとんどの項目が多くの家庭科教員により実際に実践されていることが確認

された。また、先の ESDを意識した授業実践に関する質問において
「実践していない」と答えた教

員でも、そのうちの 72.5%は ESDに関連する何らかの学習内容を
「取り入れている」と答えており、

ESDを実践しているという意識はなくても実際には、ESDの視点を取り入れた授業を実践して
いる

教員はかなりの割合にのぼると推察された。

ESDの実践に必要なことを質問した結果では、教材 (67.1%)、 研修 (66.8%)、 マ
ニュアル (50。 1%)

を選択した教員の割合が高く、実践のためには ESDを家庭科の授業として具体化するため
の直接的

な教材や手引きが必要であることが確認された。

ESDに関連する家庭科授業の学習方法は領域によつて用いる方法に偏りが見られたが、そ
の平均

値を検討した結果、講義のほかに上位を占めた項目は、実験・実習 (30.8%)、 視聴覚教材 (25。
1%)、

グループ学習 (21.0%)であつた。一方、行政等への発信 (0。 7%)、 地域等との連携 (3.0%)等 と
い



つた「人や地域の可能性を活かす」方法を取り入れている教員の割合は少なく、学校外の諸機関 0

諸行事等と連携して学習を展開している教員はほとんどいないことが確認された。

4.家庭科における ESD実践の指針となる「家庭科授業 ESDシー ト」の作成
ESDの定義や構成概念の検討をもとに、教師が家庭科で ESDの授業を実践しようとする際の指針

となる枠組みについて検討した。具体的には、家庭科授業実践を評価するための指標について検討

し、独自の評価シー トづくりに取り組んだ。シー トにいくつかの先行授業実践をあてはめて検討・

修正を加え、最終的に「家庭科授業 ESDシー ト」を作成した。シー トの主な内容項目は、題材名、

領域、対象学年、授業実施時期、ねらい、単元設定の理由、キーワー ド、重視する ESDの構成概念、

重視する能力や態度、学びの方法、等である。図 3はシー トの記入例である。このシー トを用いて

主として授業者本人が家庭科の授業実践を整理しなおすことで、各授業を ESDの観点で見直すこと

ができ、授業改善を図ることが可能となると考えられた。このことから、本シー トを大学の教員養

成段階の授業や、教員研修で活用することで、より多くの家庭科教員が自覚を持つて ESDの授業づ

くりに取り組み、実践を拡大していくことが期待できる。
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図 3 家庭科授業 ESDンー トの記入例
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Ⅳ。まとめ

本研究では ESDの構成概念や学習内容の整理に基づき、実際にどのくらいの教員が ESDを認識し

ているのか、どのような授業を行つているのか、実態調査を行つた。その結果、多くの家庭科教員

が ESDを意識していないこと、教材や研修の機会を求めていることなどが明らかとなった。

また、家庭科の授業を評価するための指標を検討し、構成概念や視点などを家庭科にふさわ
しい

表現に改めた「家庭科授業 ESDシー ト」を作成し、授業実践の評価を試みた。授業者自身が、授業

のねらいや含まれる構成概念、重視する能力、多様な学びの方法の有無などをシ
ー トに記入するこ

とで、自分の授業のどこがどのように ESDと いえるのか検討することができ、授業の構想や改善

にあたり役立つものになると考えられた。

本研究により、家庭科の授業が ESDの中で役割を果たす可能性を確認した。今後も、実生活に根

ざした家庭科ならではの ESD実践を積み重ねていくことが必要であると考える。
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